
 

 

 

 

②令和２年度以降の国民健康保険特別会計の見通しについて
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H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

被保険者数（年平均）[人] 15,203 14,430 13,709 13,023 12,372 11,753

１人当たり給付費[円] 347,074 363,637 374,546 385,782 397,355 409,276

被保険者数の増減（対前年比） 0.96 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95

１人当たり給付費の増減（対前年比） 1.02 1.05 1.03 1.03 1.03 1.03

見込み

4％増の推移で見込む
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２％増 ３％増５％増 給付費は３％増で見込む

被保険者数は５％減で見込む

被保険者数と１人当たり給付費の見通し

被保険者数は年々減少するのに対し、１人当たりの給付費は増加の傾向。
被保険者の高齢化により、今後もその傾向は続くと見られる。

参考資料
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□国民健康保険特別会計　今後の予測

見込み

H30年度
（決算）

R元年度
（決算）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

7,847 7,743 7,444 7,117 6,938 6,761

7,744 7,723 7,444 7,172 7,023 6,872

103 20 0 ▲ 55 ▲ 85 ▲ 111

10 20 0 0 0 0

1,432 1,363 1,123 1,000 934 839

▲ 69 ▲ 240 ▲ 123 ▲ 66 ▲ 95 ▲ 121

1,363 1,123 1,000 934 839 718年度末基金残高

●国民健康保険は、高齢化や医療の高度化・高額化により、今後も被保険者数の減少と及び１人当たり医療費の
　増加の傾向が続く見込み。

●令和2年度以降も税率改定を行わなかった場合、歳出と歳入の差額（不足額）は年々増加すると考えられる。

●国民健康保険事業調整基金の残高は、令和元年度末（R2.5.31現在）で約11億２千３百万円。

国保会計における今後の方針（案）

令和元年度末において、国民健康保険事業調整基金の残高が11億円程度あることから、被保険者数の減少や
一人当たり給付費の増加による保険税の不足分を、当面の間は基金の取崩しにより補っていくこととします。
今後、保険給付費の動向や基金の状況に合わせ、保険税の見直しを検討していきます。
（基金残高5億円を、おおむねの税率改定の基準とします。）

基金積立（取崩）額

（単位：百万円）

歳 　　入

歳 　　出

収支差引

年度当初基金残高

翌年度繰越
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  ◇◇歳入の見通し◇◇ 　◇◇歳出の見通し◇◇

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

国民健康保険税 1,357 1,298 1,242 1,188 総務費 150 150 151 146

県支出金 5,321 5,211 5,102 4,996 保険給付費 5,160 5,049 4,941 4,834

財産収入 1 1 1 1 保険事業費納付金 1,888 1,847 1,808 1,769

繰入金（一般会計） 568 544 531 518 保健事業費 82 82 81 81

繰入金（基金） 123 11 11 10 基金積立金 1 1 1 1

繰越金 20 0 0 0 諸支出金 162 42 40 40

諸収入 54 52 51 48 その他 1 1 1 1

7,444 7,117 6,938 6,761 7,444 7,172 7,023 6,872

0 △ 55 △ 85 △ 111

（推計方法）

○平成30年度決算額と令和元年度決算額を比較し、令和2年度以降は毎年の被保険者数を５％減、保険給付費を３％増として推計。

○令和2年度以降の徴収率は令和元年度と同率（93.05％）、一人あたり保険税額は0.7％増と見込む。

○県支出金等は保険給付費の伸びに応じ推計。

○基金繰入金は、R2年度は法定外繰入の返還分＋子ども減免減収分、R3年度以降は子ども減免の減収分のみ記載。

○インフルエンザ等流行性疾病による急激な伸びや新型コロナウイルス感染症の影響、事務処理標準システム導入の場合に係る費用は計上していない。

○診療報酬、薬剤の改定「偶数年度、２年に１回」は考慮していない。

○精算による公費の返還金は毎年およそ2千万円程度発生する見込み。

○R2年度の見込額は、歳入において保険税・県支出金・財産収入・諸収入を、歳出において保険給付費・保険事業費・基金積立金（利子分）・諸支出
金を平成31年度決算の数値から算出。9月補正要求額を反映済。

差引（Ａ）－（Ｂ）

単位：百万円 単位：百万円

歳　入 歳　出

歳入見込額（Ａ） 歳出見込額（Ｂ）

年度別の内訳

税率改定を行わなかった場合の不足額
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